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(事例５)平成21年において断熱改修工事等に係る特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用を受ける

とき 

 

【記載例５－１】特定断熱改修工事等を含む増改築等をした部分に係る増改築等住宅借入金等について

控除を受けるとき 

 

 

 次の算式により計算する(措法41の３の２④)。 

この場合、住宅の増改築等に係る借入金等を「増改築等住宅借入金等」といい、増改築等住宅借

入金等の金額のうち特定断熱改修工事等に要した費用の額に相当する部分の金額を「特定増改築等

住宅借入金等」という。 

 

   特 定 増 改 築 等                 

    住宅借入金等の年           

   末残高の合計額   × ２％ ＋             －(Ａ)  ×  １％  

     (Ａ)           

     (最高200万円)                     

              

           ････････････→ 〔100円未満の端数切捨て〕(最高12万円) 

 

 

 

 

居住開始年月日                       平成21年 11月 20日 

増改築等の費用の額／うち居住用               5,000,000円／5,000,000円  

特定の増改築等に関する事項 

特定断熱改修工事等の費用の額             2,500,000円 

住宅借入金等に関する事項 

年末残高(当初借入金額)                    4,900,000円(5,000,000円) 

※ 共有者なし 

   

 

控除額 

  増改築等住宅 
 借入金等の年末  
  残高の合計額 
 (最高 1,000 万円) 

設 例 
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〔控除額計算明細書一面〕 

 

 
 

 

(注) 申告書第二表の「特例適用条文等」欄に「居住開始年月日」及びその頭部に○断 (例：○断 平成

21 年 11 月 20 日居住開始)を記載する。 

５

６９０ 

２１ １１ ２０

５００００００

５００００００

５００００００

４９０００００

４９０００００

４９０００００

４９０００００

４９０００００

１００ ００

１００ ０

２５０００００

２５０００００ ２００００００

２５０００００ 
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〔控除額計算明細書二面〕 

 
 

 

 ４，９００，０００ 

６９，０ 

4,900,000 

2,000,000 
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【記載例５－２】断熱改修工事等を含む増改築等をした部分に係る増改築等住宅借入金等について控除 

を受けるとき 

 

 

居住開始年月日                       平成21年 11月 20日 

増改築等の費用の額／うち居住用               5,000,000円／5,000,000円  

特定の増改築等に関する事項 

断熱改修工事等の費用の額               2,500,000円 

住宅借入金等に関する事項 

年末残高(当初借入金額)                    4,900,000円(5,000,000円) 

※ 共有者なし 

   

 

〔控除額計算明細書一面〕 

 

 
 

設 例 

２１ １１ ２０

５００００００

５００００００

５００００００

４９０００００

４９０００００

４９０００００

４９０００００

４９０００００

１００ ００

１００ ０

２５０００００
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(注) 申告書第二表の「特例適用条文等」欄に「居住開始年月日」及びその頭部に○断 (例：○断 平成

21 年 11 月 20 日居住開始)を記載する。 

 

〔控除額計算明細書二面〕 

 
 

５

４９０ 

 ４，９００，０００ 

４９，０ 

4,900,000 

    0 
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(事例６)平成 11 年以後において新築等をした家屋又は増改築等をした部分を居住の用に供し、かつ、

平成 21 年において高齢者等居住改修工事等に係る特定増改築等住宅借入金等特別控除又は断

熱改修工事等に係る特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用を受けるとき 

 

【記載例６－１】先の新築等をした家屋に係る住宅借入金等と後の高齢者等居住改修工事等を含む

増改築等をした部分に係る増改築等住宅借入金等の両方の住宅借入金等について

控除を受けるとき 

 

 

平成21年12月31日における住宅借入金等の金額につき、増改築等住宅借入金等の金額と他の住宅借入

金等の金額とに区分し、その区分をした増改築等住宅借入金等と他の住宅借入金等の金額ごとに次の①

及び②によりそれぞれ計算した金額(当該金額に100円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。)

の合計額とする(措法41の３の２⑫、措令26の４○22、○23 )。 

① 増改築等住宅借入金等の金額の合計額につき【記載例４－１又は５－１】の算式により計算した金

 額 

② 他の住宅借入金等の合計額につき、措置法第41条第１項又は第３項により計算した金額 

 

〔控除限度額〕 

平成11年以後において新築等をした家屋又は増改築等をした部分を居住の用に供し、かつ、平成21年

において高齢者等居住改修工事等に係る特定増改築等住宅借入金等特別控除又は断熱改修工事等に係

る特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用を受ける場合の控除限度額は50万円となる。 

 

控除額 
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① 居住開始年月日    平成16年1月15日 

家屋に関する事項                 土地等に関する事項 

  家屋の取得対価の額     20,000,000円     土地等の取得対価の額 25,000,000円 

   家屋の総床面積 100.00㎡            土地等の総面積 120.00㎡ 

うち居住用 100.00㎡              うち居住用 120.00㎡ 

住宅借入金等に関する事項 

   住宅借入金等の内訳              住宅及び土地等 

   年末残高(当初借入金額)           25,200,000円(30,000,000円) 

 

② 居住開始年月日    平成21年11月20日 

増改築等の費用の額／うち居住用         5,000,000円／5,000,000円 

   特定の増改築等に関する事項  

高齢者等居住改修工事等の費用の額      2,000,000円 

交付を受ける補助金等の合計額         200,000円 

控除を受ける者の年齢            50歳 

住宅借入金等に関する事項 

   年末残高(当初借入金額)            4,900,000円(5,000,000円) 

※ 共有者なし 

 

 

〔控除額計算明細書一面〕 

 

 

設 例 

１６  １ １５ 

２０００００００ ２５００００００

１００ ００ 

１００ ００ 

１２０ ００

１２０ ００

２０００００００ ２５００００００ ４５００００００ 

２５２０００００ 

１００ ００ 

２５２０００００ 

２５２０００００ 

２５２０００００

２５２０００００ 

１００ ０ １００ ０１００ ０

５００００００

４９０００００

４９０００００

４９０００００

４９０００００

４９０００００

１００ ００

１００ ０

５００００００

５００００００

２１ １１ ２０
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(注)１ 「７ (特定増改築等)住宅借入金等特別控除額」の「番号」欄には、先の新築等をした家屋に係る

住宅借入金等特別控除の適用「１」と後の高齢者等居住改修工事等を含む増改築等をした部分に係る

「高齢者等居住改修工事等に係る特定増改築等住宅借入金等特別控除」の選択「４」を記載する。 

２ 申告書第二表の「特例適用条文等」欄には、先の新築等をした家屋に係る「居住開始年月日」(例

：平成16年１月15日居住開始)と後の高齢者等居住改修工事等を含む増改築等をした部分に係る「居住

開始年月日」及びその頭部に○増 (例：○増平成21年11月20日居住開始)のいずれも記載する。 

14

３１９０ 

２００００００ ２０００００ １８０００００

１８０００００

１８０００００ １８０００００

 レ 
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〔控除額計算明細書二面〕 

 
 

〔控除額の計算〕 

 252,000円 ＋ 67,000円 ＝ 319,000円 ≦ 500,000円(控除限度額) 

 

 ４，９００，０００ 

２５，２００，０００ 

２５２，０ 

６７，０ 

4,900,000 

1,800,000 
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【記載例６－２】先の増改築等をした部分に係る住宅借入金等と後の特定断熱改修工事等を含む増

改築等をした部分に係る増改築等住宅借入金等の両方の住宅借入金等について控

除を受けるとき 

 

 

① 居住開始年月日                 平成16年1月15日 

増改築等の費用の額／うち居住用          7,000,000円／7,000,000円 

住宅借入金等に関する事項    

 年末残高(当初借入金額)             4,200,000円(6,000,000円) 

 

② 居住開始年月日(土地等の先行取得の日)      平成21年11月20日(平成20年４月10日) 

増改築等の費用の額／うち居住用         5,000,000円／5,000,000円 

    特定の増改築等に関する事項 

特定断熱改修工事等の費用の額              2,500,000円 

  土地等に関する事項 

   土地等の取得対価の額             9,000,000円 

   土地等の総面積／うち居住用          60.00㎡／60.00㎡ 

住宅借入金等に関する事項 

   住宅借入金等の内訳              住宅及び土地等 

年末残高(当初借入金額)             12,600,000円(12,700,000円) 

※ 共有者なし 

 

 

〔控除額計算明細書一面〕 

 

設 例 

１６  １ １５

７００００００

７００００００

７００００００

４２０００００

４２０００００

４２０００００

４２０００００

４２０００００

１００ ００

１００ ０

２１ １１ ２０

５００００００

５００００００

５００００００

１０００００００ 

９００００００

６０ ００

６０ ００

９００００００ １４００００００ 

１２６０００００ 

１００ ００ 

１２６０００００ 

１２６０００００ 

１２６０００００ 

１００ ０ １００ ０

２０  ４ １０
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(注)１ 「７ (特定増改築等)住宅借入金等特別控除額」の「番号」欄には、先の増改築等をした家屋に係

る住宅借入金等特別控除の適用「１」と後の特定断熱改修工事等を含む増改築等をした部分に係る「

断熱改修工事等に係る特定増改築等住宅借入金等特別控除」の選択「５」を記載する。 

２ 申告書第二表の「特例適用条文等」欄には、先の増改築等をした家屋に係る「居住開始年月日」(

例：平成16年１月15日居住開始)と後の特定断熱改修工事等を含む増改築等をした部分に係る「居住

開始年月日」及びその頭部に○断(例：○断平成21年11月20日居住開始)のいずれも記載する。 

 

15

１６２０ 

２５０００００

２５０００００ ２００００００

２５０００００ 
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〔控除額計算明細書二面〕 

 
 

１０，０００，０００ 

４，２００，０００ 

４２，０ 

１２０，０ 

10,000,000 

2,000,000 
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(事例７)平成19年分以降に特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用を受け、かつ、平成21年分におい

て特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用を受けるとき 

 

【記載例７－１】先の高齢者等居住改修工事等を含む増改築等をした部分に係る増改築等住宅借入

金等と後の高齢者等居住改修工事等を含む増改築等をした部分に係る増改築等住

宅借入金等の両方の住宅借入金等について高齢者等居住改修工事等に係る特定増

改築等住宅借入金等特別控除を受けるとき 

 

 

 

平成21年12月31日における先の高齢者等居住改修工事等を含む増改築等をした部分に係る増改築等

住宅借入金等の金額と後の高齢者等居住改修工事等を含む増改築等をした部分に係る増改築等住宅借

入金等の金額の合計額について【記載例４－１】の算式により計算する(措法41の３の２⑨)。 

 具体的には、次のとおり。 

 

 

                         ＋                         ･･･････････ → Ａ(最高200万円) 

 

 

 

   

                         ＋                         ･･････････→ Ｂ(最高1,000万円) 

 

 

 

Ａ×２％＋(Ｂ－Ａ)×１％ ＝               〔100円未満の端数切捨て〕 

     (最高12万円) 

 

 

 

① 居住開始年月日               平成20年８月15日 

増改築等の費用の額／うち居住用       8,000,000円／8,000,000円 

   特定の増改築等に関する事項  

    高齢者等居住改修工事等の費用の額    3,000,000円 

      交付等を受ける補助金等の合計額      500,000円 

    控除を受ける者の年齢          50歳 

住宅借入金等に関する事項 

   年末残高(当初借入金額)          7,500,000円(8,000,000円) 

 

② 居住開始年月日                平成21年11月20日 

増改築等の費用の額／うち居住用       5,000,000円／5,000,000円 

   特定の増改築等に関する事項  

    高齢者等居住改修工事等の費用の額    2,000,000円 

      交付等を受ける補助金等の合計額      200,000円 

    控除を受ける者の年齢          51歳 

住宅借入金等に関する事項 

   年末残高(当初借入金額)          4,900,000円(5,000,000円) 

※ 共有者なし 

 

 

 

 

 

 

設 例 

控除額 

先の特定増改築等 

住宅借入金等の 

年末残高の合計額 

後の特定増改築等 

住宅借入金等の 

年末残高の合計額 

後 の 増 改 築 等 

住宅借入金等の 

年末残高の合計額 

先 の 増 改 築 等 

住宅借入金等の 

年末残高の合計額 

特 定 増 改 築 等 

住 宅 借 入 金 等 

特 別 控 除 額 
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〔控除額計算明細書一面〕 

 

 
 

 

(注)１ 「７ (特定増改築等)住宅借入金等特別控除額」の「番号」欄には、先の高齢者等居住改修工事等

を含む増改築等をした部分に係る「高齢者等居住改修工事等に係る特定増改築等住宅借入金等特別控

除」の選択「４」と後の高齢者等居住改修工事等を含む増改築等をした部分に係る「高齢者等居住改

修工事等に係る特定増改築等住宅借入金等特別控除」の選択「４」を記載する。 

２ 申告書第二表の「特例適用条文等」欄には、先の高齢者等居住改修工事等を含む増改築等をした

部分に係る「居住開始年月日」及びその頭部に○増 (例：○増平成20年８月15日居住開始)と後の高齢

者等居住改修工事等を含む増改築等をした部分に係る「居住開始年月日」及びその頭部に○増(例：○増

平成21年11月20日居住開始)のいずれも記載する。 

44

１２００ 

２０  ８ １５

８００００００

８００００００

８００００００

４９０００００ 

７５０００００ 

７５０００００ 

７５０００００ 

７５０００００ 

１００ ００ 

１００ ０ 

２１ １１ ２０

５００００００

５００００００

５００００００

１０００００００ 

４９０００００ 

４９０００００ 

４９０００００ 

４９０００００ 

１００ ００ 

１００ ０ 

７５０００００ 

３００００００ ５０００００ ２５０００００ 

２５０００００ 

２５０００００ ２００００００ 

２００００００ ２０００００ １８０００００ 

１８０００００ 

１８０００００ 

 レ 
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〔控除額計算明細書二面〕 

 
 

４，９００，０００ 
１０，０００，０００ 

７，５００，０００ 

１２０，０ 

10,000,000 

2,000,000 
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【記載例７－２】先の断熱改修工事等を含む増改築等をした部分に係る増改築等住宅借入金等と後

の特定断熱改修工事等を含む増改築等をした部分に係る増改築等住宅借入金等の

両方の住宅借入金等について断熱改修工事等に係る特定増改築等住宅借入金等特

別控除を受けるとき 

 

 

平成21年12月31日における先の特定断熱改修工事等又は断熱改修工事等を含む増改築等をした部分

に係る増改築等住宅借入金等の金額と後の特定断熱改修工事等又は断熱改修工事等を含む増改築等を

した部分に係る増改築等住宅借入金等の金額の合計額について【記載例５－１】の算式により計算する

(措法41の３の２⑩)。 

 具体的には、次のとおり。 

 

 

                         ＋                         ･･･････････ → Ａ(最高200万円) 

 

 

 

   

                         ＋                         ･･････････→ Ｂ(最高1,000万円) 

 

 

 

Ａ×２％＋(Ｂ－Ａ)×１％ ＝               〔100円未満の端数切捨て〕 

     (最高12万円) 

 

 

 

 

① 居住開始年月日               平成20年８月15日 

増改築等の費用の額／うち居住用       6,000,000円／6,000,000円 

   特定の増改築等に関する事項  

    断熱改修工事等の費用の額        2,000,000円 

住宅借入金等に関する事項 

   年末残高(当初借入金額)           5,000,000円(6,000,000円) 

 

② 居住開始年月日                平成21年11月20日 

増改築等の費用の額／うち居住用       3,000,000円／3,000,000円 

   特定の増改築等に関する事項  

    特定断熱改修工事等の費用の額      1,000,000円 

住宅借入金等に関する事項 

年末残高(当初借入金額)           2,900,000円(3,000,000円) 

※ 共有者なし 

 

 

控除額 

設 例 

先の特定増改築等 

住宅借入金等の 

年末残高の合計額 

後の特定増改築等 

住宅借入金等の 

年末残高の合計額 

後 の 増 改 築 等 

住宅借入金等の 

年末残高の合計額 

先 の 増 改 築 等 

住宅借入金等の 

年末残高の合計額 

特 定 増 改 築 等 

住 宅 借 入 金 等 

特 別 控 除 額 
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〔控除額計算明細書一面〕 

 

 
 

 

(注)１ 「７ (特定増改築等)住宅借入金等特別控除額」の「番号」欄には、先の断熱改修工事等を含む増

改築等をした部分に係る「断熱改修工事等に係る特定増改築等住宅借入金等特別控除」の選択「５」

と後の特定断熱改修工事等を含む増改築等をした部分に係る「断熱改修工事等に係る特定増改築等住

宅借入金等特別控除」の選択「５」を記載する。 

２ 申告書第二表の「特例適用条文等」欄には、先の断熱改修工事等を含む増改築等をした部分に係る

「居住開始年月日」及びその頭部に○断 (例：○断平成20年８月15日居住開始)と後の特定断熱改修工事

等を含む増改築等をした部分に係る「居住開始年月日」及びその頭部に○断 (例：○断平成21年11月20

日居住開始)のいずれも記載する。 

55

８９０ 

２０  ８ １５

６００００００

６００００００

６００００００

２９０００００ 

５００００００ 

１００ ００ 

１００ ０ 

２１ １１ ２０

３００００００

３００００００

３００００００

７９０００００ 

２９０００００ 

１００ ００ 

１００ ０ 

５００００００ 

５００００００ 
２９０００００ 

５００００００ 
２９０００００ 

５００００００ 
２９０００００ 

２００００００ １００００００ １００００００

１００００００ １００００００
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〔控除額計算明細書二面〕 

 
 

 

２，９００，０００ 
７，９００，０００ 

５，０００，０００ 

８９，０ 

7,900,000 

1,000,000 
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【記載例７－３】先の高齢者等居住改修工事等を含む増改築等をした部分に係る増改築等住宅借入

金等と後の特定断熱改修工事等を含む増改築等をした部分に係る増改築等住宅借

入金等の両方の住宅借入金等について控除を受けるとき 

  

 

平成21年12月31日における先の高齢者等居住改修工事等を含む増改築等をした部分に係る増改築等

住宅借入金等の金額と後の特定断熱改修工事等を含む増改築等をした部分に係る増改築等住宅借入金

等の金額の合計額について【記載例４－１】の算式により計算する(措法41の３の２⑪)。 

 具体的には、次のとおり。 

 

 

            ＋       ＋      ･･･････････→Ａ (最高200万円) 

 

 

   

            ＋      ＋       ･･･････････→Ｂ (最高1,000万円) 

 

 

                   

Ａ×２％＋(Ｂ－Ａ)×１％ ＝         〔100円未満の端数切捨て〕 

           (最高12万円) 

 

 

  

 

① 居住開始年月日 平成 19 年 8 月 15 日 

   増改築等の費用の額／うち居住用 1,500,000 円／1,500,000 円 

    特定の増改築等に関する事項 

     高齢者等居住改修工事等の費用の額 1,200,000 円 

     交付等を受ける補助金等の合計額 200,000 円 

同居親族の年齢                         70 歳  

 住宅借入金等に関する事項  

    年末残高(当初借入金額) 800,000 円(1,200,000 円) 

 

② 居住開始年月日 平成 21 年 11 月 20 日 

   増改築等の費用の額／うち居住用 2,000,000 円／2,000,000 円 

    特定の増改築等に関する事項 

     特定断熱改修工事等の費用の額 1,000,000 円 

   住宅借入金等に関する事項  

    年末残高(当初借入金額) 1,970,000 円(2,000,000 円) 

   ※ 共有者なし 

 

 

控除額 

設 例 

先の特定増改築等 

住宅借入金等の 

年末残高の合計額 

後の特定増改築等 

住宅借入金等の 

年末残高の合計額 

先 の 増 改 築 等 

住宅借入金等の 

年末残高の合計額 

後 の 増 改 築 等 

住宅借入金等の 

年末残高の合計額 

特 定 増 改 築 等 

住 宅 借 入 金 等 

特 別 控 除 額 
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〔控除額計算明細書一面〕 

 

 
 

 
 

(注)１ 「７ (特定増改築等)住宅借入金等特別控除額」の「番号」欄には、先の高齢者等居住改修工事等

を含む増改築等をした部分に係る「高齢者等居住改修工事等に係る特定増改築等住宅借入金等特別控

除」の選択「４」と後の特定断熱改修工事等を含む増改築等をした部分に係る「断熱改修工事等に係

る特定増改築等住宅借入金等特別控除」の選択「５」を記載する。 

２ 申告書第二表の「特例適用条文等」欄には、先の高齢者等居住改修工事等を含む増改築等をした

部分に係る「居住開始年月日」及びその頭部に○増 (例：○増平成19年８月15日居住開始)と後の特定

断熱改修工事等を含む増改築等をした部分に係る「居住開始年月日」及びその頭部に○断 (例：○断平

成21年11月20日居住開始)のいずれも記載する。 

45

４５７ 

１９  ８ １５

１５０００００

１５０００００

１５０００００

１９７００００ 

８０００００ 

１００ ００ 

１００ ０ 

２１ １１ ２０

２００００００

２００００００

２００００００

２７７００００ 

１９７００００ 

１００ ００ 

１００ ０ 

８０００００ 

８０００００ 
１９７００００ 

８０００００ 
１９７００００ 

８０００００ 
１９７００００ 

１２０００００ 

１００００００ 
１００００００ 

１００００００ 
１００００００

２０００００ １００００００ 

１００００００ 

１００００００ 
８０００００

 レ 
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〔控除額計算明細書二面〕 

 
 

 

 

１，９７０，０００ 
２，７７０，０００ 

８００，０００ 

４５，７ 

2,770,000 

1,800,000 


